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実践クラブ
馬渡　光春議員

　
　
消
費
税
増
税
分
五
兆
円
を
財
源
に
見

込
ん
で
い
た
福
祉
関
連
の
財
政
計
画
で
、

保
育
士
や
介
護
士
の
処
遇
改
善
、
子
育
て

支
援
な
ど
、
今
回
の
増
税
延
期
に
よ
り
、

県
や
市
の
計
画
に
影
響
は
な
い
の
か
。

　
　

消
費
税
増
税
分
を
社
会
保
障
に
充

て
、
子
育
て
分
野
で
は
保
育
所
待
機
児
童

解
消
を
目
指
し
て
受
け
皿
の
整
備
や
保
育

士
の
処
遇
改
善
、
介
護
分
野
で
は
低
所
得

者
の
介
護
保
険
料
軽
減
の
強
化
や
介
護
職

員
の
処
遇
改
善
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
が
延
期
さ
れ
る
こ
と

で
こ
れ
ら
の
施
策
が
予
定
ど
お
り
実
施
さ

れ
る
の
か
懸
念
さ
れ
る
が
、
国
の
説
明
で

は
別
の
税
の
増
収
分
を
充
て
る
な
ど
財
源

を
確
保
し
、
優
先
的
に
充
実
さ
せ
る
と
し

て
い
る
。

　
　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
の
影
響

は
ど
う
か
。
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平
成
三
十
年
度
か
ら
の
国
保
財
政
運

営
の
都
道
府
県
化
に
向
け
て
、
昨
年
度
か

ら
国
は
低
所
得
者
が
多
い
自
治
体
へ
財
政

支
援
拡
充
と
し
て
千
七
百
億
円
、
二
十
九

年
度
以
降
は
、
子
供
が
多
い
自
治
体
や
医

療
費
適
正
化
に
取
り
組
む
自
治
体
へ
の
財

政
支
援
策
と
し
て
千
七
百
億
円
、
合
計
三

千
四
百
億
円
を
投
入
し
、
財
政
基
盤
の
強

化
を
計
画
し
て
お
り
、
こ
れ
は
予
定
ど
お

り
実
施
す
る
と
の
説
明
が
あ
っ
て
い
る
。

　
　
全
て
の
市
町
村
が
国
保
財
政
は
厳
し

い
状
況
に
あ
る
。
広
域
運
営
化
す
る
こ
と

で
国
保
財
政
が
好
転
す
る
の
か
。

　
　

小
規
模
な
自
治
体
に
お
け
る
保
険
料

収
入
の
低
下
や
、
大
き
な
感
染
症
の
流
行

に
よ
り
医
療
費
が
払
え
な
く
な
る
よ
う
な

リ
ス
ク
を
回
避
す
る
た
め
、
財
政
基
盤
を

大
き
く
す
る
こ
と
が
広
域
運
営
化
の
大
き

な
理
由
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

【
そ
の
他
の
質
問
項
目
】

　
○
個
人
情
報
保
護
法
及
び
市
個
人
情
報

　
　
保
護
条
例
に
つ
い
て
　

　
○
大
学
の
あ
り
方
と
軍
事
研
究
の
下
請

　
　
け
化
に
つ
い
て

　
○
個
人
の
選
挙
権
に
つ
い
て
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消
費
税
増
税
延
期
と
市
の

財
政
運
営
へ
の
影
響

問

小
・
中
学
生
の
自
転
車
の

安
全
対
策
に
つ
い
て

問

　
　
地
震
発
生
後
の
本
市
の

初
動
体
制
や
参
集
人
員
は
。

　
　

市
災
害
配
備
計
画
に
基

づ
き
、
十
四
日
は
約
二
百

人
、
十
六
日
は
約
二
百
五
十

人
が
参
集
し
た
。

　
　
県
内
で
危
険
視
さ
れ
る

活
断
層
は
。

　
　

雲
仙
地
溝
の
北
縁
断
層

帯
・
南
縁
東
部
断
層
帯
・
西

部
断
層
帯
、
島
原
沖
断
層
群
、
橘
湾
西
部

断
層
帯
な
ど
が
あ
る
。

　
　
県
の
「
地
震
等
ア
セ
ス
メ
ン
ト
調
査

報
告
書
」
の
把
握
は
。

　
　

最
大
の
地
震
規
模
予
測
で
Ｍ
七
・

七
、
島
原
半
島
で
の
震
度
は
五
強
か
ら
六

強
を
想
定
し
て
い
る
。

　
　
市
の
震
度
計
の
設
置
場
所
は
。

　
　

下
折
橋
集
合
避
難
所
、
有
明
庁
舎
の

二
カ
所
に
設
置
し
て
い
る
。

　
　
熊
本
地
震
に
よ
る
市
内
観
光
へ
の
影

響
は
。

　
　

観
光
施
設
で
七
十
％
、
約
一
万
八
千

人
の
減
、
宿
泊
者
は
八
十
八
％
、
約
三
千

人
が
減
少
し
た
。

　
　
指
定
避
難
所
の
安
全
確
保
と
自
治
公

民
館
の
安
全
性
は
。

　
　

百
十
九
の
避
難
所
の
う
ち
、
耐
震
済

み
の
公
共
施
設
を
優
先
し
、
耐
震
性
が
不

明
な
自
治
公
民
館
は
指
定
避
難
所
か
ら
外

し
た
い
。

　
　
市
内
住
宅
の
耐
震
現
状
は
。

　
　

住
宅
は
一
万
六
千
戸
あ
り
、
耐
震
化

率
は
七
十
三
％
で
あ
る
。
耐
震
診
断
、
改

修
計
画
作
成
、
改
修
工
事
に
は
補
助
制
度

が
あ
る
。

　
　
自
主
防
災
組
織
の
現
状
は
。

　
　

二
百
二
十
二
あ
り
、
組
織
率
は
百
％

で
あ
る
。

　
　
学
校
で
の
防
災
教
育
は
。

　
　

年
二
回
か
ら
四
回
の
避
難
訓
練
や
防

災
教
育
を
実
施
し
て
い
る
。

　
　

事
故
発
生
の
状
況
や
対
策
は
。

　
　

昨
年
度
は
小
・
中
学
校
の
各
二
件
で

計
四
件
が
発
生
。
自
転
車
教
室
や
交
通
安

全
教
室
、
自
転
車
の
安
全
点
検
を
実
施
し

交
通
ル
ー
ル
の
遵
守
を
指
導
し
て
い
る
。
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熊本地震について問


